　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


様式第２号（第２条関係）

中野市新規就農者育成経営発展支援事業申請追加資料
　　年　　月　　日　
　　中野市長　　　　　あて
申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　（　　　）　　　
生年月日　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　
　中野市新規就農者育成経営発展支援事業の実施について、関係書類を添えて承認申請します。
　なお、新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月29日付け３経営第3142号農林水産事務次官依命通知）及び中野市新規就農者育成経営発展支援事業補助金交付要綱の規定を遵守し、農業経営に励むことを誓約します。

１　成果目標の取組
※実施する項目に○を記載してください。
	№
	項目
	実施

	１
	研修
	①　農業生産に関して自らが取り組もうとする作目を含む研修を概ね１年以上（概ね1,200時間以上）受けている
	

	
	
	②　農業生産に関して、自らが取り組もうとする作目について研修を概ね１年以上（概ね1,200時間以上）受けている
	

	
	
	③　①②に加え、販売・流通・マーケティングの知識、帳簿や財務諸表の作成、労務管理等の農業経営に関する研修を受けている
	

	２
	サポート体制
	①　地域サポート計画が策定されている
	

	
	
	②　①に加え、普及指導センターの普及指導活動の対象者として選定されている
	

	
	
	③　①の地域サポート計画の支援分野全て※１について、担当機関・部署が明確になっている
	

	３
	経営管理の合理化
	①　ほ場等に農作業の記録（施肥量、農薬散布量、作業時間等）を毎日つける
	

	
	
	②　①に加え、青色申告を実施する
	

	
	
	③　②に加え、GAP認証（第三者認証）を取得する
	

	４
	所得
	①　所得目標が250万円又は継承する経営の直近所得から１割増の額のうちいずれか高い額（Ａ）となっている
	

	
	
	②　所得目標が（Ａ）の額から２割以上増の額となっている
	

	
	
	③　所得目標が（Ａ）の額から４割以上増の額となっている
	

	５
	家族経営協定を書面で締結している※２
	

	６
	農業版事業継続計画（BCP）を策定している
	

	７
	データを活用した農業を実践する
	

	８
	農業経営を法人化する
	


・目標として行う項目（No.３、４、７及び８）については、事業実施年度の４年後の年度までに行うこととし、実施予定年度を併せて記載すること。
※１支援分野は「技術・経営指導」、「農地確保支援」、「機械・施設等の確保支援」、「資金相談」、「農業者による指導」、「販路支援」、「生活に係る支援（住居、子育て等）」、「事務局・全体調整」。
※２家族経営協定の必須項目は、農業経営の方針、農作業の役割分担、労働報酬、労働時間・休日に関する事項とする。法人の場合は就業規則等、一人で農業経営する場合は家族経営協定に類するものとして自らの働き方に関する規定を書面で定めている場合に同協定を定めているものとみなします。

第４条第１項第５号の場合
	目標とする取組
	現状（　　　年）
	目標（　　　年）

	□所得の10%以上増加
□売上の10%以上増加
□付加価値額の10%以上増加
□生産コストの10%以上減少
	円
（割合：　　　%）
	円
（割合：　　　%）


２　事業概要
　別添のとおり
　事業着工（予定）年月日　　　　　　年　　月　　日
事業完了（予定）年月日　　　　　　年　　月　　日

機械・施設導入等計画書
機械・施設等の導入の取組
	対象機械及び
施設等
	機種・施設等名
	
	数量
	

	
	型式名
	

	
	対象作物等
	

	
	利用（導入）面積
	

	
	現有機の有無等
（有の場合：能力・取得年月・台数など）
	

	物件取得見込額（税込み）　　［１］
	円

	助成申請額　　　　　　　　　［２］
	円

	交付申請者負担額（税込み）　［５］
	円


※複数の機械・施設等の導入を行う場合には、機械・施設等ごとにそれぞれ作成してください。
別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。
添付書類
⑴　複数の販売会社の見積書の写し等（全社分）
⑵　その他事業実施主体が必要と認める資料

機械・施設等リース計画書
リース方式による機械等の導入の取組
	対象機械及び
施設等
	機種・施設等名
	
	数量
	

	
	型式名等
	

	
	対象作物
	

	
	利用（導入）面積
	

	
	現有機の有無等
（有の場合：能力・取得年月・台数など）
	

	リース期間
	開始日～終了日(Ⅰ)
	
	～
	
	年

	
	リース借受日から○年間(Ⅱ)
	年

	リース別件取得見込額（税抜き）
［１］
	円

	
	うちオプション分（税抜き）
	円

	リース期間終了後の残価設定　　［２］
	円

	リース料助成申請額　　　　　　［３］
	円

	リース諸費用（金利・保険料・消費税）［４］
	円

	
	うち税相当分
	円

	機械利用者負担リース料（税込み）
［５］
	円

	リース物件保管場所
	

	リース事業者名
	


※Ⅰ及びⅡについては、いずれかを記入してください。
リース助成申請額は、Ａ、Ｂのいずれか小さい額を記入してください。
Ａ：［１］×（リース期間/法定耐用年数）×1/2以内
Ｂ：（［１］－［２］）×1/2以内
複数の機械をリースする場合には、機械ごとにそれぞれ作成してください。
別紙の調書に必要事項を記入の上、併せて提出してください。
添付書類
⑴　複数の販売会社の見積書の写し等（全社分）
⑵　その他事業実施主体が必要と認める資料
※３以降については、中野市新規就農者育成経営開始資金の交付を受ける者は、「中野市新規就農者育成総合対策経営開始資金申請追加資料」を添付した場合に記入は不要とします。
３　メールアドレス
	


４　農業を始めようと思った理由
	


５　「人・農地プラン」への位置づけ等
	集落名又は地域名等
	
	□位置づけられている
□位置づけられる見込み

	農地中間管理機構からの農地の借受状況
	□借り受けている
□借り受ける見込み


６　経営開始資金又は農業次世代人材投資事業（経営開始型）の交付の有無
	　　　　　□過去に受けていた　　　　　　　　□現に受けている
　　　　　□受ける見込み　　　　　　　　　　□受けない


７　就農準備資金又は農業次世代人材投資事業（準備型）の交付の有無
	□過去に受けていた　　　　　　□現に受けている
□受ける見込み　　　　　　　　□受けない


８　過去の研修等の経験
	研修先
	
	期間
	年　　月　　日　～
年　　月　　日


９　その他
	雇用就農資金による助成金の交付又は経営継承・発展支援事業による補助金の交付
	□交付を受けている又は受けたことがある
□交付を受けていない又は交付を受けたことがない


添付書類
　⑴　収支計画書
　⑵　履歴書

　⑶　経営を開始した時期を証明する書類（農地等の経営資産の取得時期が分かる書類等）※申請時に経営を開始している場合に限ります。
　⑷　経営を継承する場合は、従事していた期間が５年以内であることを証明する書類
　⑸　農地及び主要な農業機械・施設一覧表
⑹　農地の権利設定の状況が確認できる書類
⑺　農業機械・施設を自ら所有し、又は貸借していることが確認できる書類
　⑻　預金通帳の写し
　⑼　身分を証明する書類（運転免許証、パスポート等の写し）
　⑽　その他市長が必要と認める書類

